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本日の概要

 第１回・第２回の事務局資料で紹介したFS調査について、実施予定先事業者が以
下に決定したところ。

 本日は、 事務局から、前回の検討会以降の審議会等での議論の進捗を報告させてい
ただくとともに、FS調査の進め方や、検討にあたっての諸元についてご議論いただく。

 また、実施予定先事業者より、詳細な検討方法・内容について報告いただく。

FS調査の仕様
主催：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
件名：「洋上風力等からの高圧直流送電システムの構築・運用に関する調査」
実施予定先： ・一般社団法人海洋産業研究会 ・電源開発送変電ネットワーク株式会社

・合同会社ユーコートエナジー
内容： ・直流送電のルートに関する調査 ・直流送電に必要な設備等の検討

・直流送電に必要な費用・工期の検討 ・海外調査 ・報告書作成
期間：2021年度
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１．前回からの議論の進捗

２．FS調査の進め方について

３．FS調査の実施にあたっての諸元について
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マスタープラン検討に係る中間整理（概要）
（2021年5月20日)（参考）マスタープランの検討状況
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第46回総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会

（2021年7月21日)
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 S+3Eを大前提に、再エネの主力電源化を徹底し、再エネに最優先の原則で取り組み、国民負担の抑制と地域との
共生を図りながら最大限の導入を促す。
【具体的な取組】
 地域と共生する形での適地確保

→改正温対法に基づく再エネ促進区域の設定（ポジティブゾーニング）による太陽光・陸上風力の導入拡
大、再エネ海域利用法に基づく洋上風力の案件形成加速などに取り組む。

 事業規律の強化
→太陽光発電に特化した技術基準の着実な執行、小型電源の事故報告の強化等による安全対策強化、地
域共生を円滑にするための条例策定の支援などに取り組む。

 コスト低減・市場への統合
→FIT･FIP制度における入札制度の活用や中長期的な価格目標の設定、発電事業者が市場で自ら売電し
市場連動のプレミアムを受け取るFIP制度により再エネの市場への統合に取り組む。

 系統制約の克服
→連系線等の基幹系統をマスタープランにより「プッシュ型」で増強するとともに、ノンファーム型接続をローカ
ル系統まで拡大。再エネが石炭火力等より優先的に基幹系統を利用できるように、系統利用ルールの見直
しなどに取り組む。

 規制の合理化
→風力発電の導入円滑化に向けアセスの適正化、地熱の導入拡大に向け自然公園法・温泉法・森林法の
規制の運用の見直しなどに取り組む。

 技術開発の推進
→建物の壁面、強度の弱い屋根にも設置可能な次世代太陽電池の研究開発・社会実装を加速、浮体式の
要素技術開発を加速、超臨界地熱資源の活用に向けた大深度掘削技術の開発などに取り組む。

2030年に向けた政策対応のポイント 【再生可能エネルギー】 （参考）
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 火力発電については、安定供給を大前提に、再エネの瞬時的・継続的な発電電力量の低下にも対応可能な供給力
を持つ形で設備容量を確保しつつ、以下を踏まえ、できる限り電源構成に占める火力発電比率を引き下げ。

 調達リスク、発電量当たりのCO2排出量、備蓄性・保管の容易性といったレジリエンス向上への寄与度等の観点
から、LNG、石炭、石油における適切な火力のポートフォリオを維持。

 次世代化・高効率化を推進しつつ、非効率な火力のフェードアウトに着実に取り組むとともに、脱炭素型の火力
発電への置き換えに向け、アンモニア・水素等の脱炭素燃料の混焼やCCUS/カーボンリサイクル等のCO2排
出を削減する措置の促進に取り組む。

 政府開発援助、輸出金融、投資、金融・貿易促進支援等を通じた、排出削減対策が講じられていない石炭火力発
電への政府による新規の国際的な直接支援を2021年末までに終了。

2030年に向けた政策対応のポイント 【電力システム改革】
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 脱炭素化の中での安定供給の実現に向けた電力システムの構築。
 供給力の低下に伴う安定供給へのリスクが顕在化している中、脱炭素と安定供給を両立するため、容量市場の着

実な運用、新規投資について長期的な収入の予見可能性を付与する方法の検討に取り組む。
 安定供給確保のための責任・役割の在り方について、改めて検討する。
 再エネ導入拡大に向けて電力システムの柔軟性を高め、調整力の脱炭素化を進めるため、蓄電池、水電解装置

などのコスト低減などを通じた実用化、系統用蓄電池の電気事業法への位置づけの明確化や市場の整備などに
取り組む。

 非化石価値取引市場について、トラッキング付き非化石証書の増加や需要家による購入可能化などに取り組む。
 災害時の安定供給確保に向け、地域間連系線の増強・災害時連携計画に基づく倒木対策の強化、サイバー攻

撃に備え、従来の大手電力に加え新規参入事業者のサイバーセキュリティ対策の確保等に取り組む。

2030年に向けた政策対応のポイント 【火力】
第46回総合資源エネルギー調査会

基本政策分科会
（2021年7月21日)

（参考）
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第46回総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会

（2021年7月21日)

（参考）2030年に向けたエネルギー政策動向
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第46回総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会

（2021年7月21日)

（参考）2030年に向けたエネルギー政策動向
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（参考）広域連系系統の形成に向けての動き 第45回総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会

（2021年7月13日)
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（参考）北海道本州間HVDCの重要性 第45回総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会

（2021年7月13日)
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１．前回からの議論の進捗

２．FS調査の進め方について

３．FS調査の実施にあたっての諸元について



11

FS調査の進め方

 これまでの本検討会での議論やヒアリング等を踏まえ、長距離海底直流送電の整備に
向けて、大きく分けて以下の５つの課題があると整理されてきた。
①製造設備等への投資の必要性 ②海域の先行利用者との関係
③占用等に係る許認可 ④技術開発の必要性
⑤整備事業者のファイナンス

 FS調査では、具体的な長距離海底直流送電の計画を想定した上で、上記の５つの
課題への対処にも資するよう、海底直流送電のケーブル敷設ルートの技術的な実現
可能性について検討する。

 ケーブル敷設ルートの検討結果を年内メドで本検討会に中間報告いただき、並行して
進める本検討会での議論を踏まえて、事業費用・工期の算定等を検討する。

前回（第３回検討会）いただいた委員・オブザーバーの意見
• 大規模な事業となるため、多岐にわたる関係者との調整を円滑に進めるための適切な支援が必要。
• 大型な敷設船を建造することとなると、完成後に船を有効活用できる運用形態も課題。
• 国内初の事例となるため、開発・運用の信頼度や、様々なリスクが発現した際の対応が重要。
• マスタープランの議論と併せて、陸上の電力系統全体の在り方と協調した検討が望ましい。
• 建設における地元地域との協議などで、新規電源の開発見通しに沿ったスピード感が求められる。
• 複数の洋上風力を結ぶ多用途多端子のシステム形態に関する検討にも期待。



12

（参考）整備に向けた課題①：製造設備等への投資の必要性

 早期に長距離海底直流送電を整備するためには、国内での製造には、大規模な製造
設備や試験設備、大型の敷設船が必要である。

 特に試験設備や敷設船については、現在想定される国内案件の規模に対しては、実稼
働期間が限定的であるため、メーカーが個社毎に保有することは非効率となることが
想定される。

 メーカー各社からは、早期かつ効率的に整備するための対策の必要性が示された。
①前もった投資を判断するための長期見通しの提示
②設備投資に向けた支援措置
③試験設備や船舶等の共同利用、共同保有
④複数メーカーの設備の協調（マルチベンダー化）のための技術開発

第2回本検討会 資料5 第2回本検討会 資料8

第3回本検討会 資料3
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（参考）整備に向けた課題②：海域の先行利用者との関係

 海底直流送電の実現に向けては、海域の先行利用者との協調が必要となる。
 長距離となれば、関係する先行利用者が多くなることから、地域との合意形成が長期
化すると想定される。

第1回本検討会 資料6

第3回本検討会 資料3
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（参考）整備に向けた課題③：占用等に係る許認可
 海底ケーブルによる占用の許可については、法令毎に、ケーブルの敷設海域・揚陸部等
の対象となる全ての自治体に対して行うことが定められており、敷設時の申請及び更新
手続き（1~5年毎）、占用料（数十円～数百円/m）の支払いが必要となる。

 早期の整備を実現する上では、占用許可の申請が必要となる自治体の数も多数とな
り、また、長期的に安定供給を維持する観点からも、許認可の円滑化等が課題となる。

【占用許可の例】
海底ケーブル（一般海域）
国有財産法第18条第6項
海底ケーブル（港湾海域内）
港湾法第37条第4項
海底ケーブル（漁港区域内）
漁港漁場整備法第39条第1項
ケーブル揚陸部（一般公共海岸区域内）
海岸法第37条の4

第1回本検討会 資料6

第3回本検討会 資料3



15

（参考）整備に向けた課題④：技術開発の必要性
 交直変換器やケーブルについては、
①日本特有の急峻な海底地形への対応
②浮体式洋上風力の導入を見越した洋上変電設備の開発
③複数地点の洋上風力や既存系統を効率的に結ぶ多用途多端子化
④高効率化
⑤ケーブルの長尺化、交直変換器の大電圧・大容量化
等の技術開発要素が挙げられる。

 また、現在NEDOを通じて行っている多用途多端子直流送電や大水深対応ケーブル
の技術開発を継続して進め、効率的な設備形成を後押しすることが重要である。

第1回本検討会 資料8 第1回本検討会 資料8

第3回本検討会 資料3
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（参考）整備に向けた課題⑤：整備事業者のファイナンス

 海底直流送電の整備に必要な費用は1兆円超となる可能性があり、１社でその整備
を担うことは容易でない。

 早期の整備に向け、公的ファイナンス等による後押しが必要となる可能性がある。

第9回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会 資料（2021年4月28日）

（参考）費用の試算
電力広域機関の試算では、400万kW・900kmの場合 約0.8～1.2兆円 となる

第3回本検討会 資料3
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１．前回からの議論の進捗

２．FS調査の進め方について

３．FS調査の実施にあたっての諸元について
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FS調査の対象とする送電ルート

 FS調査対象として、現時点でのマスタープランの検討において、将来的な必要性が示唆
された長距離連系設備である北海道から本州を結ぶ日本海側と太平洋側の両方の
海域での海底ルートを検討する。

 揚陸点の具体的検討については、陸上の系統整備状況や電源立地の想定に依存す
ることから、別途マスタープラン視点での深掘りが必要。本調査の範囲としては、漁業権
や地形等から揚陸点として適した沿岸を示すことまでを目的とする。

 ルート検討においては、海域の形状・先行利用者等を考慮したものとすることに加えて、
複数ルートについて、メリット・デメリット※を明らかにしつつ、ルートごとに必要な製造
設備等の規模や技術・調整が必要な先行利用者や許認可の数等を確認してはどうか。

※複数ルートの検討にあたっての例

一般に、離岸距離が離れたルートで敷設すると、先行利用者や許認

可の調整が容易となるが、深い海域でのケーブル敷設が必要となり、大

型の敷設船や、自重を支えるため高強度・軽量の大水深ケーブルが必

要となるため、コストの増加・送電効率の低下が懸念される。

一方で、水深の浅い海域を優先させた場合、離岸距離の近い海域を

敷設をする必要があり、調整や許認可に時間を要する可能性がある。

ケーブルの自重がかかるため、
高強度のケーブル・大型の敷
設船が必要

深いほど自重が重くなるため、
軽量のケーブルが必要
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（参考）マスタープラン中間整理での直流送電の必要性について
マスタープラン検討に係る中間整理

2021年5月20日
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設備の構成

 直流送電設備としては、マスタープランの中間整理の検討と整合する形で、電源ポテン
シャルに沿った経済効率的な拡張性の観点から、双極２GW構成を基準に、将来的に
日本海側と太平洋側の合計容量４GW、８GWと拡張する場合を検討する。
※送電容量が増える場合、ケーブル数も追加される。ケーブルの間には、相互干渉しないように一定程度の間
隔を空ける必要があることから、敷設可能な海域が制限される可能性がある。

 なお、発展的な電力系統整備の視点から、3カ所以上の接続点を持つ多端子HVDC
システム設置の可能性も考慮してはどうか。
※将来的な多端子システムへの拡張を想定した場合、遮断器等の追加設備が必要になることから、特に陸上
側の設備の構成・費用に違いが生じることが想定される。
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（参考） HVDC送電の機器構成
マスタープラン検討に係る中間整理

2021年5月20日
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費用の算出について

 費用算定において、直流電力設備（ケーブル、交直変換器等）については、メーカー
ヒアリング等から、将来的な敷設を見据えた現実的な価格調査とする。

 加えて、事業の実現可能性を確認する目的のもと、敷設工事費、保守管理費用につ
いても具体的に精査する。
※例えば、海底地質や、海域の利用方法等によって、防護方法が異なることが予想される。

 一方で、本検討では具体的な揚陸点選定の検討を行わないことから、陸上側の工事
費等については、一般的な想定での概算とする。

 今回検討での事業費用の算出により、今後の具体的案件にあたってのファイナンス面で
の見通しの参考とする。
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工期の算出について

 2030年の温室効果ガスの削減目標に向けて、ポテンシャルが多く存在する、北海道を
中心とした風力発電の導入拡大（4GW程度）に向けた系統制約の解消が不可欠
であると議論されているところ。

 長距離海底直流送電は、足下で風力発電の導入の制約となっている、調整力の確保
に加えて、今後、再エネの導入拡大によって発生する余剰電力への対応に関しても、他
地域への融通が可能となり、系統制約の解消のための有効な手段。

 これまでの直流送電の敷設実績や、メーカーヒアリング等からは、現状の設備・工程管理
等を前提とすると、最低でも15年程度は要すると考えられる。本調査において、その具
体的な工期を短縮するための方策についても、検討してはどうか。
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第46回総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会

（2021年7月21日)

（再掲）2030年に向けたエネルギー政策動向



2021年度 上期 下期

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 ２月 ３月

FS検討 ルートの検討
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FS検討を通じた目標と全体スケジュール

 本FS調査は、長距離海底直流送電の早期実現を目指し、その具体的な検討の前提
となる、ルート調査、必要となる設備、費用・工期等の見通しを得ることを目的とする。

 今後のマスタープラン策定に向けた長距離直流送電に関する系統増強の費用便益評
価にて参考とするなど、本調査結果を踏まえて今後の具体的な計画の策定等を行う。

最終報告

マスタープラン・
整備計画の策定検討

中間報告

工期・費用の検討

中間報告

マスタープランについては
2022年度中を目途に策定

ファイナンス・実施体制
の検討 2021年度中を目途

工期・費用見通し等
を随時展開
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